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査 答 申 第 ７ ８ 号 

令和 7 年３月７日 

 

答  申 

 

生駒市長 小紫 雅史 殿 

 

生駒市情報公開及び個人情報保護審査会 

会 長 金谷 重樹 

 

令和６年９月２７日付け「生健第３６０号」で諮問のありました事案について下記の

とおり答申します。 

 

記 

 

審査会の結論 

本件審査請求を棄却すべきである。 

 

理 由 

第１ 審査請求の趣旨 

生駒市長が、審査請求人に対し、令和６年７月２２日付け「生健第２３５号」でした

処分を取り消し、開示する。 

第２ 事案の概要 

１ 経緯 

本件は、審査請求人が生駒市長(以下「市長」という。)に対し、個人情報の保護

に関する法律(平成１５年法律第５７号)に基づいて、「令和○年○○月○○日開催
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分のうち、審査請求人に係る、生駒市予防接種健康被害調査委員会議事録」(以下

「本件行政文書」という。)の開示を請求したところ、市長が本件行政文書に記録

されている情報の一部を不開示とする決定(以下「本件処分」という。)をしたので、

審査請求人が、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）に基づき、本件処分の

うち不開示とした部分を取り消し、開示を求めるものである。 

２ 前提事実等 

（１）個人情報の保護に関する法律 

個人情報の保護に関する法律(以下「個人情報保護法」という。)第７８条第１

項は柱書で「行政機関の長等は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有

個人情報に次に掲げる情報（以下この節において『不開示情報』という。）のい

ずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示

しなければならない。」と規定し、 

第６号で「国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内

部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、開示すること

により、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、

不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若

しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの」と定め、 

第７号は柱書で「国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法

人が行う事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げる

おそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれのあるもの」と定め、ホで「調査研究に係る事務に関し、その公

正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ」を掲げている。 

（２）予防接種健康被害救済制度 

予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第１５条及び疾病・障害認定審査会令

(平成１２年政令第２８７号)は、予防接種を受けた者が疾病にかかり死亡等した

場合において、当該死亡等が予防接種を受けたことによるものであると厚生労働
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大臣が、疾病・障害認定審査会の意見を聴いた上で、認定した場合には、市長村

長が死亡一時金等の給付を行うこととしている。 

生駒市予防接種健康被害調査委員会は、予防接種法、予防接種法及び結核予防

法の一部を改正する法律の一部等の施行について（各都道府県知事あて厚生省公

衆衛生局長通知 昭和５２年３月７日付け衛発第１８６号）及び生駒市予防接種

健康被害調査委員会条例(平成２４年１０月条例第４０号)に基づいて設置され、

市長の求めに応じ、生駒市が実施した予防接種による健康被害の事例に関し、医

学的な見地から必要な事項を調査審議し、市長に報告することを任務とし（同通

知第１０の２及び同条例第２条）、市長は当該報告書及び議事録を、奈良県を経

由して、厚生労働大臣に提出することとされている。 

（３）市長が不開示とした情報 

本件処分において市長が不開示とした情報は、審査請求人による予防接種法に

基づく予防接種健康被害救済給付請求に係る、令和○年○○月○○日に開催され

た、生駒市予防接種健康被害調査委員会の会議の議事録に記録されている委員の

発言の一部である。 

（４）市長が不開示とした理由 

    不開示とした情報は、 

ア 市の附属機関における審議、検討又は協議に関する情報であって、開示す

ることにより、率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれ 

 イ 市の附属機関が行う事務又は事業に関する情報であって、開示することに

より、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれ 

があるため、個人情報保護法第７８条第１項第６号及び第７号ホに定める不

開示情報に該当する。 

第３ 争点及びこれに対する当事者の主張の要旨 
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１ 争点 

本件処分で市長が不開示とした情報は個人情報保護法第７８条第１項第６号及

び第７号ホに定める不開示情報に当たるかどうか。 

２ 争点に対する当事者の主張の要旨 

（審査請求人） 

ア 厚生労働省の審議会の開示請求では、（議事録が）きちんと開示されている。 

イ 救済制度を申請されている方で（生駒市で、議事録が）開示された方がいる。 

  ウ 奈良県内の他の市町村の調査委員会の開示請求では、（議事録が）きちんと開

示されている。 

ワクチン後遺症患者会の会員の聞き取りによると、大和高田市や安堵町では委

員名のみ不開示で、他は開示されている。 

    兵庫県や大阪府の某市でも委員名のみ不開示で、他は開示されている。 

  エ 議事録の内容は私の個人情報であり、命に関わることであり、この情報公開制

度が適正に運用されているとは思えない。 

（市長） 

  ア 調査委員会の議事録は、各委員による健康被害救済申請に係る疾病について診

療録等から、予防接種との因果関係及び調査に係る資料や検査等について自由で

率直な意見交換や助言等が記述されている記録である。 

    当該委員会は、会議を公開することにより、公正かつ円滑な会議運営に著しい

支障が生じると認められるため非公開としている。 

イ 審査請求人は、奈良県内の他市町村の調査委員会の開示請求ではきちんと開示

されていると主張するが、当市が調べたところにおいては、ほぼ議事録の開示請

求は無く、開示請求があった市町においても全部開示ではなく、委員名を不開示

とする一部開示とされていた。 

ウ 審査請求人は、厚生労働省の審議会の議事録についてきちんと開示されている

と主張するが、開示請求した者が審議会委員に対して直接意見等を求めることは
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非常に困難であるのに対し、（審査請求人に係る）生駒市予防接種健康被害調査

委員会については、既に（審査請求人に対して）委員名簿を開示しているため、

市内において開業されていたり、また市内近隣に勤務されているため審議の内容

を全て開示することで、調査内容に疑念を抱き委員会での発言の詳細を確認する

ため委員の所属機関に直接出向いたり、電話等で説明を求めたりすることで、委

員の日常業務や私生活にも支障をきたし今後の委員選出にも影響を及ぼすおそ

れがある。さらに委員自身が圧力や干渉等を避けるため、率直に意見を述べるこ

とを控えたり、その結果として正常な審議がされなくなるなど、委員会における

意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある。 

また、昨今は SNS 等の普及により、インターネット上に既に情報開示した内

容を公開する事例が見受けられ、情報発信者の主観とともに流布される可能性が

高くなっていることから、発言者の氏名の開示、発言内容の開示については慎重

に判断する必要がある。また、その事案から委員の所属機関等への誹謗、中傷や

不当な圧力が加えられる可能性が非常に高い。 

したがって、本件処分が不開示とした情報は個人情報保護法第７８条第１項第

６号及び第７号ホに定める不開示情報に当たる。 

第４ 当審査会の判断 

１ 審査請求人が厚生労働大臣に対してした予防接種健康被害救済給付請求に係る

疾病・障害認定審査会の感染症予防接種審査分科会（以下「本件厚生労働省分科会」

という。）の構成員は１１名であるのに対し、生駒市予防接種健康被害調査委員会

は５名の委員で構成されている。 

２ 生駒市予防接種健康被害調査委員会各委員の発言につき、その委員名とともに調

査・審議過程における発言の内容をも開示した場合、委員が、開示を受けた者から、

受忍限度を超える不満や抗議等の声を受けることや SNS 等を介して誹謗中傷にさ

らされることを危惧し、率直な発言を躊躇し、その結果、適切な調査・審議ができ

なくなるおそれがある。 
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 本件厚生労働省分科会の議事録でも、各委員の発言につきその委員名が不開示と

されているのは、その趣旨に出でたものと解される。 

３ 厚生労働省分科会については、各委員の発言につきその委員名を不開示とした場

合、委員の数が多いことから、いかなる発言がどの委員によるものかを特定するこ

とは容易ではない。また、その構成員は特定の地域の医師に限定されないことから、

直接的な抗議や誹謗中傷にさらされる可能性が高いとまではいえない。 

それに対し、審査請求人に係る生駒市予防接種健康被害調査委員会は、委員の数

が５名、しかも１名は生駒市の職員であることから医師は４名である（委員名は委

員長並びに A 委員、B 委員、C 委員及び D 委員と記載されている。）。さらには各

委員の役職名及び氏名も生駒市の情報公開請求制度によって開示されていること

から、たとえ各発言につきその発言者名が議事録に具体的に記載されていないとし

ても、発言内容を全て開示すれば、いかなる発言がどの委員によるものかを特定し

得ることになり、結果として各委員の発言につき、その委員名とともにその発言の

内容をも開示するのと同様の状況を生む可能性がある。また、発言者の特定に至っ

た場合に、奈良県下の医師である生駒市予防接種健康被害調査委員会委員の場合は、

厚生労働省の疾病・障害認定審査会の委員と比較すると直接的な抗議や誹謗中傷に

さらされる可能性が高い。 

   そうすると、上記２で述べたとおり、生駒市予防接種健康被害調査委員会の各委

員が、開示を受けた者から受忍限度を超える不満や抗議等の声を受けることや、

SNS 等を介して誹謗中傷にさらされることを危惧し、率直な発言を躊躇し、その結

果、適切な調査・審議ができなくなるおそれがあるから、各委員の発言内容は個人

情報保護法第７８条第１項第６号に定める不開示情報に当たると解するのが相当

である。 

４  なお、審査請求人は、開示された情報について委員に対して抗議等を行い、ある

いは SNS 等を介して委員を誹謗中傷する等の行為をしない旨を述べており、また、

審査請求人のその他主張についても、心情的に酌むべき点はある。 
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しかしながら、個人情報保護法に基づく自己情報の開示は、審査請求人の個別の

事情ないし意向を考慮することなく、法律に基づき、広く一般的ないし統一的にさ

れなければならない。 

そうすると、今後、本件行政文書に記録されている情報と同様のそれを開示する

と、開示を受けた者の中には、開示された情報について委員に対して受忍限度を超

える抗議等を行い、あるいは SNS 等を介して委員を誹謗中傷する等の行為をする

者が現れることが否定できないから、本件行政文書を開示しないとした市長の判断

もやむを得ないと言わざるをえない。 

よって、その余の点について判断するまでもなく、本件処分に違法又は不当があ

るとすることはできない。 

５  以上のとおりであるから、当審査会は審査会の結論のとおり答申する。 

   なお、審査請求人は、「（生駒市で）救済制度を申請されている方で（生駒市予防

接種健康被害調査委員会の議事録を）開示された方がいる。」と主張するが、生駒

市は、当審査会の職権による質問に対し、議事録の全部を開示した例は存在しない

と回答している。 

第５ 審査会の審査経過 

当審査会の審査経緯は、次のとおりである。 

審査会の審査経過 

年  月  日 処  理  内  容 

令 和 ６ 年 ９ 月 ２ ７ 日 ・市長からの諮問（生健第３６０号）を受けた。  

令和６年１０月２２日 ・市長から弁明書の写しの提出を受けた。 

令和６年１１月１２日 

（第１８５回審査会） 
・審議を行った。 

令和６年１２月１０日 

（第１８６回審査会） 
・審議を行った。 
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令 和 ７ 年 １ 月 ７ 日 

（第１８７回審査会） 
・審議を行った。 

令 和 ７ 年 １ 月 １ ４ 日 

（第１８８回審査会） 
・審議を行った。 

令 和 ７ 年 ２ 月 ７ 日 

（第１８９回審査会） 
・審議を行った。 

令 和 ７ 年 ２ 月 ２ １ 日 

（第１９０回審査会） 
・審議を行い、答申を決定した。 

 

 

生駒市情報公開及び個人情報保護審査会委員名簿 

                              （敬称略） 

氏    名 所 属・団 体 名 備   考 

金
か な

 谷
た に

 重
し げ

 樹
き

 摂南大学名誉教授 会 長 

林
はやし

晃
あき

大
とも

 近畿大学教授 会長職務代理者 

福
ふ く

 塚
つ か

 圭
か

 恵
え

 弁護士  

村
む ら

 中
な か

 洋
よ う

 介
すけ

 近畿大学准教授  

村
む ら

 岡
お か

 悠
ゆ う

 子
こ

 弁護士  

 

 

 


